信頼駆動型ビジネス――壊れないことを売る経済がつくる社会の方向性

1. 生産と消費を分けて考えられなくなった時代

日本の経済を論じる際、生産と消費は長らく別々の文脈で語られてきた。生産は国際競争力の問題であり、消費は生活水準や内需の問題である、という分け方である。この整理は、高度成長期から大量生産・大量消費の時代にかけては、一定の説得力を持っていた。工場で作られた製品が国内外に流通し、消費者がそれを購入するという直線的な構図が、経済の基本モデルとして成立していたからである。
しかし現在、この区別そのものが、現実の経済の動きを十分に説明できなくなりつつある。生産の現場で起きている変化と、消費者の意識の変化が、別々の方向に進んでいるのではなく、むしろ同じ地点に向かって収れんし始めているからである。
国際市場で日本の生産業が選ばれる理由を具体的に見ていくと、その特徴は明確である。たとえば半導体製造装置や精密機械の分野では、装置の価格が多少高くても、日本製が採用されるケースが少なくない。その理由は、性能の数値がわずかに優れているからではない。装置が安定して立ち上がり、想定外の停止が少なく、万一不具合が起きた場合にも復旧までの時間が短いという点が評価されているのである。生産ラインが止まること自体が莫大な損失につながる産業においては、「止まらないこと」そのものが最大の付加価値になる。
一方で、国内の消費者が「安心できる商品」を求める理由も、よく見ると同じ構造を持っている。たとえば家電製品において、最新機能が追加された新モデルよりも、長く使えて修理ができる製品を選びたいという声は確実に増えている。洗濯機や冷蔵庫が故障した際、修理を依頼すればまだ使えるのか、それとも買い替えしか選択肢がないのかという違いは、生活の安心感に直結する。部品がいつまで供給されるのか、修理にどれくらいの時間と費用がかかるのかが分かっていれば、消費者は過度な不安を抱かずに済む。
このように、国際市場で日本の生産業が評価される理由と、国内の消費者が安心を求める理由は、表面的には異なるようでいて、実際には同じ方向を向いている。それは、安さや目新しさよりも、「壊れないこと」「止まらないこと」「使い続けられること」に価値の重心が移っているという事実である。生産現場では工程が安定して回り続けることが、生活の場では日常が中断されないことが、それぞれ重視されるようになっている。
重要なのは、この変化が、誰かの明確な構想や政策によって意図的に設計されたものではないという点である。企業が最初から「信頼を売ろう」と決め、消費者が最初から「長寿命を求めよう」と合意したわけではない。むしろ、人口減少によって市場の拡大が見込みにくくなり、資源やエネルギーの制約が現実の問題として意識され、価格競争が激化する中で、従来のやり方が次第に成り立たなくなってきた結果として、この方向が浮かび上がってきた。
生産の現場では、単純な価格競争では勝てなくなったことで、工程を止めない力や調整力が自然と重視されるようになった。生活の現場では、頻繁な買い替えが負担となり、壊れたときの不安や廃棄への抵抗感が高まる中で、長く使えることが価値として意識されるようになった。こうして、生産現場と生活現場という、かつては別々に語られてきた領域が、現実への適応という同じ圧力の下で、静かに同じ答えに近づいてきたのである。
この意味で、現在起きている変化は、新しい理想を掲げた転換というよりも、社会全体が無理なく生き延びるために選び取ってきた、きわめて現実的な進化だと言える。生産と消費を分けて考える枠組みが揺らぎ始めている背景には、そうした日々の選択の積み重ねがある。

2. 日本の生産業は、すでに信頼を売る構造に変わっていた

日本の生産業は、完成品の輸出という観点では、かつてほどの存在感を持たなくなったと言われることが多い。家電や電子機器、自動車といった分野では、価格競争の激化や生産拠点の海外移転が進み、日本製品が前面に出る機会は確かに減少した。しかしその一方で、産業の中核を支える分野に目を向けると、日本企業はいまなお欠かすことのできない位置を占めている。
半導体製造装置、精密機械、産業用ロボット、材料製造装置といった分野がその代表である。これらはいずれも、製品そのものを消費者が直接手に取ることは少ないが、世界中の工場やインフラの奥深くで稼働し続けている装置群である。そして、これらの分野に共通しているのは、「止まった瞬間に損失が発生する」産業であるという点である。
半導体工場を例に取れば、その特徴は分かりやすい。半導体の製造ラインは、24時間連続稼働を前提として設計されており、装置が停止すれば、単に生産量が減るだけでは済まない。ウェハーは途中工程で廃棄を余儀なくされ、再立ち上げには時間とコストがかかる。場合によっては、数時間の停止が数億円規模の損失につながることもある。こうした現場では、「どの装置が最も安いか」や「理論上の性能が最も高いか」といった比較は、優先順位の上位には来ない。
装置選定の基準となるのは、「予定通りに動き続けるかどうか」である。初期導入時にスムーズに立ち上がるか、条件変更が生じた際に現場が混乱しないか、想定外のトラブルが起きたときに原因を特定しやすいか。こうした点が、価格差やスペック差を上回る重みを持つ。
この文脈において、日本製の装置や部材が高価であっても採用される理由は明確である。それは、単に性能が優れているからではない。導入後の微調整が安定しており、現場の要請に応じた条件変更への対応が早く、トラブルが発生した場合にも、原因の切り分けと対処が比較的短時間で行える。言い換えれば、日本製の装置は、「想定外を最小化する設計と運用」を前提として作られている。
たとえば、材料のロットが変わった際に工程条件を微調整する必要が生じた場合でも、日本製装置では過去の運用データや設計思想が活かされ、現場が過度に試行錯誤を繰り返さずに済むことが多い。これはカタログスペックには表れないが、日々の運用を担う技術者にとっては極めて重要な要素である。こうした積み重ねが、「この装置なら任せられる」という感覚を生み、それが結果として国際競争力として機能してきた。
重要なのは、この構造転換が、明確な戦略転換として宣言されたわけではないという点である。日本の生産業は、「これからは信頼を売ろう」と意識的に方針を切り替えたのではない。むしろ、価格や量で勝負することが難しくなる現実の中で、生き残るために選べる選択肢が次第に絞られていった結果、「信頼でしか勝てない領域」へと自然に適応していったのである。
この意味で、日本の生産業は、知らず知らずのうちに、製品を売る産業から、工程の安定性や運用の確実性を売る産業へと重心を移してきたと言える。完成品輸出の数字だけを見ていると見落とされがちだが、その背後では、世界の産業を止めないための基盤として、日本の生産業が静かに機能し続けているのである。


3. 中小企業は、工程を支える存在へと変わった

この構造転換を実質的に下支えしてきたのが中小企業である。
日本の生産業が「止まらないこと」を価値として提供できてきた背景には、完成品メーカーや大手装置メーカーだけではなく、その背後で工程を支え続けてきた中小企業の存在がある。
かつて中小企業は、図面通りに部品を加工し、決められた仕様を満たすことが主な役割として語られることが多かった。図面に忠実であること、納期を守ることが評価の中心であり、仕事の内容も比較的明確に切り分けられていた。しかし現在、多くの中小企業が担っている役割は、それだけでは説明できないものになっている。
実際の生産現場では、図面上は同一の部品であっても、材料のロットや供給元が変わるだけで加工条件の最適値が微妙にずれることが少なくない。たとえば、同じ規格の鋼材であっても、成分のばらつきや熱履歴の違いによって、切削時の工具摩耗や仕上がり面の状態が変わる。こうした変化を放置すれば、下流工程で組み付け不良が起きたり、装置全体の精度や寿命に影響が及んだりする。
このような場面で、中小企業の現場では、加工条件をわずかに調整し、工具の選定を変え、場合によっては工程そのものを組み替えるといった対応が日常的に行われている。これらの判断は、図面や仕様書だけから導かれるものではない。過去の経験や、素材や機械の癖を知り尽くした感覚に基づくものであり、いわば工程を破綻させないための「現場の知」である。
こうした調整が適切に行われている限り、完成品の品質は安定し、問題は表面化しない。その結果、外から見ると何事も起きていないように見える。しかし、もしこの調整力が失われれば、状況は一変する。わずかなばらつきが蓄積し、不良率が上昇し、トラブル対応に追われるようになり、最終的には生産ラインそのものが止まりやすくなる。
中小企業の働きが製品として見えにくいのは、このためである。成果は「うまくいった結果」ではなく、「問題が起きなかった状態」として現れる。工程が予定通りに流れ、納期が守られ、クレームが発生しないことが、中小企業の価値の証明である。しかしそれは、統計にもニュースにもなりにくい。
それでも、日本の生産業が国際市場で「止まらない」「外さない」ことを評価されてきた背景には、こうした中小企業の無数の判断と調整が積み重なっている。中小企業は、意識的に役割転換を図ったわけではない。発注元からの要求水準が高まり、トラブルが許されない環境の中で対応を重ねるうちに、自然と工程全体を支える存在へと変わっていったのである。
この意味で、日本の中小企業は、単なる下請けや部品供給者ではなく、工程の安定性を維持するための不可欠な構成要素となっている。日本の生産業が「信頼」を売ることができてきたのは、こうした中小企業が無意識のうちに担ってきた役割の上に成り立っているのである。


4. 消費者の側でも、同じ価値転換が起きている

生産の現場で起きている価値転換と歩調を合わせるように、消費者の側でも、同じ方向への変化が静かに進んでいる。
それは、目新しさや一時的な価格の安さよりも、生活が安定して続くことを重視する姿勢への移行である。
家電や自動車、住宅設備といった耐久消費財の分野では、その変化が特に分かりやすい。かつては、新機能が追加された最新モデルや、より安価な製品が購買の決め手になることが多かった。しかし近年では、「どれくらい長く使えるのか」「故障したときにどうなるのか」といった点を気にする消費者が確実に増えている。
例えば、洗濯機が突然動かなくなった場面を想像すると、その違いは明確である。修理が想定されておらず、部品供給も短期間で打ち切られる製品であれば、生活者は選択肢を失い、急いで買い替え先を探さざるを得ない。仕事や家事の予定は乱れ、想定外の出費も発生する。一方で、修理が可能で、部品供給が一定期間保証されている製品であれば、生活は大きく揺らがない。修理を依頼し、いつ頃復旧するのかが分かっていれば、日常は一時的な不便を受け入れながらも、計画を立て直すことができる。
この違いは、単なる費用の差ではない。生活者が感じるのは、金銭的な負担以上に、生活が予測できるかどうかという安心感の差である。壊れたらどうしよう、いつまで使えるのか分からない、突然生活が成り立たなくなるのではないか、といった不安が減ること自体が、現代における重要な価値になりつつある。
自動車や住宅設備でも同様の傾向が見られる。頻繁なモデルチェンジや最新機能よりも、長期間にわたって部品供給やメンテナンスが続くかどうか、信頼できる修理体制が整っているかどうかが、購入判断に影響を与えている。特に、共働き世帯や高齢者世帯では、トラブル対応に時間や労力を割けないという現実が、この意識を後押ししている。
重要なのは、消費者が求めているのが、単なる節約志向ではないという点である。安いから選ぶのではなく、安心して使い続けられるから選ぶ。そこでは、価格よりも「生活が乱れないこと」「将来を見通せること」が重視されている。言い換えれば、消費者はモノそのものではなく、モノが支える生活の安定性を購入しているのである。
この変化は、環境意識の高まりや資源制約といった要因とも重なり合っているが、それ以上に、日常生活の現実に根差したものだと言える。壊れにくく、修理ができ、長く使える製品を選ぶことは、結果として廃棄を減らし、資源の消費を抑える。しかし、消費者がそれを選ぶ動機は、必ずしも環境配慮そのものではない。生活の予測可能性が高まり、不安が減るという、実感を伴った豊かさが得られるからである。
こうして見ると、生産の現場と同様に、消費者の側でも「信頼を基盤とした価値」への転換が進んでいることが分かる。生産者が工程の安定性を売り、消費者が生活の安定性を求める。この二つは別々の動きではなく、同じ方向を向いた変化として、社会全体に静かに広がりつつあるのである。

5. 信頼駆動型ビジネスとは

信頼駆動型ビジネスとは、製品やサービスの取引において、価格や機能の優劣ではなく、「壊れないこと」「止まらないこと」「使い続けられること」そのものを価値として提供する経済モデルである。ここでいう信頼とは、心理的な好感やブランドイメージではない。予測可能性が高く、想定外の事態が起きにくく、万一問題が生じても回復の道筋が見えているという、構造としての信頼を指す。
従来の製品中心のビジネスでは、価値は主として「購入時」に確定していた。性能、価格、デザインといった要素が比較され、取引はその時点で完結する。しかし信頼駆動型ビジネスでは、価値が発生するのは購入後である。製品が使われ続ける時間、問題が起きない期間、トラブル時に生活や生産が大きく乱れないこと、その総体が価値となる。
この点で、信頼駆動型ビジネスは、従来のアフターサービス型ビジネスとも異なる。アフターサービスは、基本的には製品販売を補完する付随的な機能として位置づけられてきた。一方、信頼駆動型ビジネスでは、使われ続ける状態そのものが中心的な提供価値であり、製品はそのための媒体に近い位置づけとなる。
また、サブスクリプションやサービス化（servicizing）とも部分的に似ているが、同一ではない。サブスクリプションは料金回収の仕組みであり、必ずしも「壊れないこと」や「止まらないこと」を前提としない場合も多い。信頼駆動型ビジネスの本質は、契約形態ではなく、社会や生活の安定性をどれだけ高い確率で維持できるかにある。
このビジネスモデルを明確に掲げる意義は大きい。第一に、日本の生産業や中小企業が長年にわたって無意識に担ってきた役割を、初めて正当な価値として言語化できる点にある。工程を止めないための調整、修理を前提とした設計、長期使用を可能にする部品供給体制といった要素は、これまで「当たり前」として評価の外に置かれてきた。しかし、それこそが社会の安定を支える中核的な価値である。
第二に、信頼駆動型ビジネスを明示することで、生産と消費を別々に論じてきた従来の枠組みを超えることができる。生産現場での安定性と、生活者の安心は同じ価値の異なる表現であり、それを一本の経済モデルとして捉え直すことが可能になる。
第三に、信頼という価値を明確に掲げることは、政策や統計、評価指標の設計にも影響を与える。価格や数量では測れなかった価値を、社会性能として可視化し、評価し、支えるための基盤が初めて整う。
信頼駆動型ビジネスは、新しい理想を掲げたモデルではない。すでに日本の産業と生活の中で静かに機能してきた現実を、ひとつの概念として掘り起こしたものである。その意味でこれは、未来志向の提案であると同時に、日本の現在地を正確に描き出すための概念でもある。


6 信頼駆動型ビジネスが生産と消費をつなぐ

前節で定義した信頼駆動型ビジネス――壊れないことを売る経済――は、生産者と消費者をそれぞれ別の立場から救うための仕組みではない。生産と消費を切り分けて考えるのではなく、両者を一本の価値の線で結び直すモデルである。
生産の側に立てば、その意味は分かりやすい。生産現場では、工程をいかに安定させ、予期せぬ停止を避けるかが競争力そのものになっている。半導体製造装置や精密機械、材料製造設備といった分野では、装置が止まらず、条件変更にも柔軟に対応できることが、価格や性能指標以上に重視される。生産が滞らないという事実が、取引先にとっての最大の価値であり、その価値に対して対価が支払われている。
一方で、消費の側に立つと、同じ構造が別の姿で現れる。壊れにくく、故障しても修理ができ、安心して使い続けられる製品は、生活の中で予測可能性をもたらす。家電や自動車、住宅設備といった耐久消費財は、日常生活を支える基盤であり、それが突然使えなくなることは、生活そのものを不安定にする。壊れにくさや修理可能性は、消費者にとって「安心して日々を回せる」状態を支える要素である。
この二つの価値は、一見すると異なる文脈に属しているように見えるが、本質的には同じである。生産現場で培われた「止めない力」や「外さない力」は、消費者の手元では「安心して使える」という形で現れているにすぎない。工程が安定しているからこそ、品質はばらつかず、製品は長く使え、修理の前提も成り立つ。
信頼駆動型ビジネスが特徴的なのは、この価値の連続性を意識的に切り分けない点にある。従来の経済モデルでは、生産は効率と競争の問題、消費は選好と価格の問題として別々に扱われてきた。しかし、止まらない工程と、安心して使える製品は、同じ価値の別の表現である。生産と消費は、もはや独立した領域ではなく、信頼という一本の軸でつながっている。

このモデルでは、製品は単なるモノではなく、安定した時間を提供する媒体となる。生産者は、工程が止まらない時間を提供し、消費者は、生活が乱れない時間を得る。その間にあるのは、品質や耐久性、修理体制といった要素だが、それらはすべて「信頼を成立させるための条件」である。

信頼駆動型ビジネスは、生産と消費の双方にとって、現実的な要請から生まれたものであり、理想論ではない。だからこそ、このモデルはすでに日本の経済のあちこちで静かに機能している。生産現場で培われた力が、生活の安心として還元される。この循環こそが、信頼駆動型ビジネスが生産と消費をつなぐ核心なのである。

7. 豊かな社会としての到達点
信頼駆動型ビジネスが社会全体に浸透すると、豊かさの意味そのものが、これまでとは異なる姿を帯びてくる。
それは、物が次々に新しく入れ替わることで刺激が生まれる社会ではなく、物と人との関係が時間をかけて積み重なっていく社会である。
たとえば、家庭で使われる家電や住宅設備は、数年ごとに買い替える前提ではなく、十年、二十年と使われる存在になる。使い続ける中で、部品の交換や調整が行われ、必要に応じて性能が維持される。製品は「消費される物」ではなく、生活の一部として位置づけられるようになる。生活者は、いつ壊れるか分からない不安から解放され、将来の支出や生活設計を落ち着いて考えられるようになる。
生産やサービスの現場でも、同じ変化が起きる。工程を安定させるための技能や調整力が、目に見える形で評価されるようになり、それが仕事と雇用を生む。単に手を動かすだけでなく、素材や設備の癖を理解し、問題が起きないように先回りして手を打つ力が、社会にとって必要な能力として認識される。中小企業や地域の事業者が担ってきた役割が、周縁的なものではなく、産業の中核として位置づけられる。
この社会では、トラブルは日常的な前提ではなく、例外として扱われる。機械が止まること、生活が中断されることは、「起きて当然」ではなく、「起きないことが普通」という感覚が共有される。だからこそ、問題が起きたときには、その原因を丁寧に分析し、再発を防ぐことに価値が置かれる。場当たり的な対応ではなく、構造そのものを改善する発想が根付く。
経済成長の速度だけを見れば、この社会は派手ではないかもしれない。新製品が次々に投入され、消費が加速するモデルに比べれば、数字の伸びは緩やかに見えるだろう。しかし、壊れにくく、見通しの立つ社会は、長期的に見れば最も安定した豊かさをもたらす。突発的な支出や不安が減り、人々は生活や仕事に余力を持てるようになる。
信頼駆動型ビジネスが支える社会の豊かさは、量や速度では測りにくい。しかしそれは、日常が静かに回り続けること、将来を極端に恐れずに済むこと、人が技能や経験を積み重ねながら働き続けられることとして、確実に実感される。この到達点は、理想論ではなく、すでに日本社会の中で芽生えつつある現実の延長線上にある。

8. 社会に示される方向性

信頼駆動型ビジネスは、新しい理想像を外から持ち込む試みではない。
それは、日本社会がすでに現実の中で選び始めている進路を、はっきりとした言葉と構造として示し直す営みである。
生産の現場では、止まらない工程をつくるために、無数の調整と判断が積み重ねられてきた。その多くは評価されることもなく、「問題が起きなかった」という形で静かに消えてきた。一方、生活の現場では、壊れたときにどうなるのか、使い続けられるのかという不安が、選択の基準として意識され始めている。派手さよりも、生活が乱れないことが重視されるようになっている。
信頼駆動型ビジネスが示しているのは、この二つが偶然に同時進行しているのではないという事実である。
生産者が無意識に積み上げてきた信頼と、消費者が求め始めた安心は、同じ価値の別の表れであり、すでに一本の線で結ばれつつある。
この方向を社会として選び取るということは、成長の派手さや速度を競うことをやめるという意味ではない。何を成長の軸とするかを、静かに切り替えるということである。壊れにくさ、止まらなさ、使い続けられることを、経済の副産物ではなく、正面からの成果として位置づける。その選択が、生活と経済のあいだにあったねじれを解きほぐす。
信頼駆動型ビジネスが目指す社会では、生産と消費が対立しない。効率を追い詰めた結果として不安が生まれるのでもなく、安心を求めるあまり経済が停滞するのでもない。生産が安定を生み、その安定が生活の余裕となり、生活の余裕がまた安定した需要を生む。生活と経済が、同じ方向を向いて回り続ける構造が形づくられる。
この道は、劇的な変化を伴わないかもしれない。しかし、日常が大きく揺さぶられないこと、将来を過度に恐れずに済むこと、人が技能や経験を積み重ねながら働き続けられることは、成熟した社会にとって最も確かな豊かさである。
その意味で、信頼駆動型ビジネス――壊れないことを売る経済――は、日本社会がすでに歩き始めている道を照らし直す言葉であり、これからの進路を静かに指し示す羅針盤である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2026年1月1日　原田幸明




付録　政策化のための要約

信頼駆動型ビジネス――「壊れないことを売る経済」が示す日本経済の進路

1. 現状認識：日本経済で静かに進んでいる構造転換
日本の生産業は、完成品輸出や価格競争の面では相対的地位を低下させてきた。一方で、半導体製造装置、精密機械、材料製造装置、産業用ロボットなど、「工程を止めうる装置・部材」の分野では、依然として国際的に重要な地位を維持している。
これらの分野に共通する特徴は、**性能や価格以上に「止まらないこと」「壊れにくいこと」「安定的に使われ続けること」**が重視される点にある。日本企業が選ばれてきた理由は、単なる高性能ではなく、工程の安定性、調整力、トラブル回避能力といった「信頼」によるものであった。
注目すべき点は、この転換が明確な国家戦略や産業政策として導かれたものではなく、国際競争の現実に適応する中で、無意識のうちに形成されてきた構造であることである。

2. 構造理解：信頼駆動型ビジネスという経済モデル
この実態を整理する概念として、「信頼駆動型ビジネス――壊れないことを売る経済」を位置づけることができる。
信頼駆動型ビジネスとは、製品の一回的販売ではなく、使用され続ける状態そのものを価値として提供する経済モデルである。ここで取引されるのは、以下の要素の総体である。
· 工程が止まらないこと
· 故障や不具合が起きにくいこと
· 起きた場合に迅速に復旧できること
· 長期にわたり部品や対応が継続されること
このモデルは、生産者側だけでなく、消費者側の価値観の変化とも一致している。人口減少・所得伸び悩み・資源制約の下で、消費者は「新しさ」よりも「安心」「予測可能性」「長期使用」を重視する傾向を強めている。
結果として、生産と消費の双方が、同じ方向――壊れないこと・止まらないこと――へと収斂しつつある。

3. 中小企業の役割変化と価値の不可視性
この信頼駆動型ビジネスを実質的に支えているのが、中小企業である。
日本の中小企業は、単なる部品供給や下請け加工から、工程全体が破綻しないように調整する役割へと役割を変えてきた。加工条件の微調整、材料ばらつきの吸収、工程間のすり合わせなど、数値化しにくい工程知が、生産の安定性を支えている。
しかし、この価値は以下の理由から政策的にも可視化されにくかった。
· 統計上は大企業の付加価値に集約される
· 成果が「問題が起きないこと」として現れる
· 無償・慣行的対応として扱われてきた
結果として、日本経済の競争力を支える重要な基盤が、政策上も評価上も十分に認識されてこなかった。

4. サーキュラーエコノミーとの関係
信頼駆動型ビジネスは、サーキュラーエコノミー（CE）の一形態と位置づけられるが、単なるリサイクル重視型とは異なる。
このモデルの中核は、
· モノの循環ではなく機能の保持
· 廃棄回避による価値の保持（retained value）
· 修理・再利用・長期使用を前提とした設計
にある。
これは、最も効率的な資源利用であると同時に、日本が比較優位を持ちやすい領域でもある。

5. 政策的含意：なぜ今、意識化が必要か
信頼駆動型ビジネスは、すでに現場で成立している。しかし、それが無意識のままである限り、以下の問題が残る。
· 国際ルール形成（標準・認証）に反映されない
· 中小企業の価値が正当に報酬化されない
· 若年層・新規参入者に技能が継承されにくい
· 産業政策・成長戦略に組み込まれない
今後、国際的にサーキュラーエコノミーや長寿命化が制度化される中で、日本が優位を持つこの領域を明示的に位置づけなければ、比較優位は埋没する可能性が高い。

6. 政策として優先すべき方向性
政策担当者に求められる対応は、新しい産業を一から育てることではない。すでに存在する構造を、見える形にし、持続可能にすることである。
① 評価・指標の転換
· 売上・数量中心から、稼働率・安定性・復旧時間などを評価対象に含める
· 中小企業の工程貢献を可視化する指標設計
② 契約・制度面での後押し
· 修理・保守・長期対応を正当に契約化できる枠組み
· 長寿命設計・部品供給に対する制度的評価
③ 人材・技能継承支援
· 工程知・調整力を「技能」として位置づける
· 若年層が参入できる職業的魅力の創出
④ CE政策との統合
· リサイクル偏重から、長期使用・修理優先への政策軸転換
· 信頼駆動型ビジネスをCEの中核モデルとして位置づける

7. 結論：日本経済の進路としての信頼駆動型ビジネス
信頼駆動型ビジネス――壊れないことを売る経済――は、日本が新たに目指す理想像ではない。
それは、すでに国際競争の中で日本の生産業と中小企業が選び取ってきた現実的な進路である。
政策の役割は、この無意識の適応を、意識的な戦略へと引き上げることである。
それにより、日本は成長率ではなく、安定性・信頼性・持続性を基盤とした豊かさを、社会全体として実現することが可能となる。
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